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令和４年度 第２回はままつ人づくり未来プラン推進委員会 

 
開催日時 : 令和５年２月 14 日（火） 午後２時 00 分から午後４時 00分まで 

場  所 : 教育委員会 教育委員会室 

出 席 者 : はままつ人づくり未来プラン推進委員会委員 

宮﨑  正 （教育長） 

      安田 育代 （教育委員） 

      黒栁 敏江 （教育委員） 

      田中 佐和子（教育委員） 

      神谷 紀彦 （教育委員） 

      鈴木 重治 （教育委員） 

      田中 孝太郎（学校教育部長） 

    (有識者) 

藤原 文雄 （国立教育政策研究所 初等中等教育研究部長） 

村井 大介 （静岡大学教育学部 講師） 

    (学校関係職員) 

      鈴木 竜一 （蒲小学校校長） 

      野秋 愛美 （天竜中学校校長） 

    (関係課職員)       

山本 卓司 （学校教育部次長 兼 教育総務課長） 

影山 和則 （教育総務課 就学支援担当課長） 

水野 貫一 （学校教育部次長 兼 教職員課長） 

      山下 淳一 （教職員課 採用管理担当課長） 

      山本 治之 （教育施設課長） 

      山下  巧 （教育施設課 ICT 教育推進担当課長） 

      石野 政史 （指導課長） 

      島田 一孝 （指導課 教育総合支援担当課長） 

      冨部 哲也 （学校教育部参事 兼 健康安全課長） 

      佐藤 匡子 （教育センター所長） 

      宮田 治幸 （市立高等学校 校長） 

      野部 道太 （市立高等学校 教育調整担当） 

      清水  悠 （教育総務課副主幹） 

    (事務局) 

      小畑 多佳子（学校教育部参事） 

      川副 哲士 （教育総務課長補佐） 

伊藤 稚佳子（教育総務課副主幹） 

鈴木 教郎 （教育総務課主幹） 

      石原 麻美 （教育総務課指導主事） 

      市川 浩教 （教育総務課指導主事） 

      村松 勇佑 （教育総務課主任） 
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傍聴者  ５人 

 

議事内容 

１ 開会 

２ 教育長挨拶 

３ 協議 

 令和４年度 評価・検証について 

（１）キャリア教育の推進   

（２）教育の情報化の推進 

（３）コミュニティ・スクールの推進 

４ 有識者 総括 

 国立教育政策研究所 初等中等教育研究部長 藤原 文雄 氏 

５ 閉会 

 

会議録作成者 石原 麻美 

記録の方法  発言者の要点記録 

       録音の有無 無 
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第２回はままつ人づくり未来プラン推進委員会 会議録 

 

１ 開会 

(山本次長) 令和４年度第２回はままつ人づくり未来プラン推進委員会を開催する。本日は、

国立教育政策研究所藤原文雄先生、静岡大学教育学部村井大介先生に御出席いただ

いた。なお、本日の会議は公開となっている。 

それでは、議事に先立ち、宮﨑教育長から挨拶申し上げる。 

 

２ 教育長挨拶 

(教育長) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここ数年、新型コロナウイルス感染症の影響がある。先週も文部科学省からマス

ク着用に関する通知があり、本市でも、対応の仕方について昨日通知をしたところ

である。コロナ禍は収束しつつある状況ではあるが、今後も注視していきたい。 

本日は藤原先生、村井先生を始め、第２回はままつ人づくり未来プラン推進委員

会に御出席いただいた委員の皆様に感謝申し上げる。第３次浜松市教育総合計画後

期計画が本年３年目となった。はままつ人づくり未来プランの具現化に向けて、

徐々に環境が整ってきた今、学校にとっての個別最適化、そして学校が創造性を大

いに発揮していく段階になっている。本日は、後期計画に係る令和４年度の評価・

検証ということで、キャリア教育、教育の情報化、コミュニティ・スクールの３つ

の視点から協議をお願いしたい。 

今年度の取組を少し紹介させていただく。「キャリア教育の推進」については、

校長のリーダーシップのもと、キャリア教育推進教師が中心となり、キャリア教育

の全市的な取組を進めてきた。教育委員会では、全教職員向けのキャリア教育通信

を配信して、実践事例や先進事例を周知したり、キャリア教育推進教師の研修会や

学校訪問を行ったりしてキャリア教育を推進してきた。また、各学校では、保護者・

地域と連携して、地域の特色を生かした実践の充実を図ってきた。その成果もあっ

て、本市の細江中学校がキャリア教育優良学校文部科学大臣表彰を受賞した。また、

毎年行われている全国学力・学習状況調査の質問にある「将来の夢や目標を持って

いる子供」の肯定的回答割合が、本市は全国平均よりもかなり上回っており、「自

分にはよいところがあると思う」も、本市は全国平均に比べてかなり上回っている。

これも、今まで積み上げてきた取組の成果である。 

「教育の情報化の推進」については、タブレット型端末活用協力校を本年度 19

校選定し、各教科での活用や情報モラル教育の実践・検証を行った。そうした先進

的な実践事例等を教職員ポータルサイトで紹介し、学校間の格差を縮めるよう努め

てきた。また、各学校では、教育の情報化推進リーダーを中心に ICT 活用の研修を

進めるとともに、市独自の「SNS ノートはままつ」や「情報モラルスライド」など

を使って、情報モラル教育の充実を図ってきた。今後も、教育の情報化を通して、

個別最適な学びや協働的な学びの充実に努めていく。 

最後に、「コミュニティ・スクールの推進」については、本年度新たに 54 校が導

入し、合わせて 130 校が法に基づくコミュニティ・スクールとなった。教育委員会

では、学校運営協議会への開催支援や学校運営委員会の委員等への研修会、指導主
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(山本次長) 

 

事による学校の伴走支援、そして教職員向け「コミュニティ・スクール通信」を発

信して、充実を図っている。各学校運営協議会では、学校や地域の実態に応じた熟

議がなされ、地域による学校支援活動も活発に行われて、教育課程の充実や特色あ

る学校づくりにつながっている。 

本日は、令和４年度の取組状況や評価・検証結果をもとに成果と課題について協

議し、有識者の先生方に御助言いただきながら、令和５年度の方向性を明らかにし

ていただきたい。 

 

ここからの進行は教育長にお願いする。 

３ 協議  

令和４年度 評価・検証について 

（１）キャリア教育の推進について 

（教育長） 

 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本日は「キャリア教育の推進」「教育の情報化の推進」「コミュニティ・スクー

ルの推進」に係る３つの施策について協議を行う。まず、施策 1－1について事務

局から調査結果を説明する。 

 

資料 1 を御覧いただきたい。目的は、後期計画の着実な推進に向けて、今後の

方向性や改善策等について検討することにある。評価・検証に係る調査として、

取組状況調査、実態把握調査の２つを実施する。取組状況調査は、市内小中学校

144 校、後期計画関係各課 25 課を調査対象とし、令和２年度から令和６年度まで

毎年度実施する。実態把握調査の調査対象は、市立小中学校の校長、教頭、主幹

教諭と、通常学級において授業を担当する教諭。調査対象校の児童生徒とその保

護者および地域住民である。児童生徒とその保護者については同一の集団に対し

て３年間継続して調査を行い、経年変化を検証する。調査は、令和２、３、５、

６年は抽出校で、令和４年は全校で実施する。なお、便宜上、令和２年度、３年

度、４年度の実施校群を「グループ１」、令和４年度、５年度、６年度の実施校群

を「グループ２」と呼ぶ。学校の取組状況調査は、令和４年 10 月に全ての市立小

中学校を対象に行い、関係各課の取組状況調査は、令和４年 12 月に関係課 25 課

を対象に行った。実態把握調査は令和４年 10 月に行った。回答率は教員 91.8％、

児童生徒 90.3％、保護者 60.3％、地域住民の回答数は 1048 人である。 

施策 1－1「自分らしい生き方を実現のための教育」について、成果指標に対す

る令和４年度の達成状況が示してある。また、関係課の取組に対する評価は、９

項目のうち A評価が６個、B評価が２個という結果であった。学校の取組内容は７

項目あり、令和２年度と比較して、全ての項目で数値を上回っている。特に、小

中学校ともに、「情報発信」が 20Pt(ポイント)以上、小学校では「家庭や地域との

連携」が約 25Pt と大きく増加している。実態把握調査における教員への調査結果

では、どの質問も高い値で推移しており、「キャリア・パスポートの活用」につい

ては約７Pt 増加している。 

児童生徒への調査結果は６問あり、質問１から３のキャリア教育の実践に係る
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（教育長） 

 

 

（村井先生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目は、グループ 1 の経年変化でも、グループ１とグループ２の同一学年との比

較でも、小中ともに値が増加している。特に「キャリア教育で育てたい力を知っ

ているか」については、同一学年比較で約 14Pt の差が見られる。質問４の将来の

夢や自己肯定感に係る項目は、グループ１の経年変化で見た場合、小学校は全て

の項目で減少、中学校は質問４で減少したものの、他の２問は令和２年度とほぼ

同値に戻している。 

保護者の質問１と２について、肯定的な回答割合はほぼ３から４割台だが、グ

ループ１の経年変化では、小中ともに値が上昇している。グループ１とグループ

２の同一学年の比較でも、令和４年度の方が高い値を示している。 

施策 1-1 の成果として、前年度と比べて数値が大きく増加している項目を３つ

挙げた。今後キャリア教育のさらなる推進のために必要な取組と考えている。 

 

調査結果から、小学校も中学校も３年間で数値が増加し、高い値を維持してい

ることがわかる。村井先生から調査結果の分析について説明いただきたい。 

 

教員、児童生徒、保護者、地域住民を対象にした実態把握調査を分析した。項

目が「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」「あまり当てはまらない」「当

てはまらない」の４件法で調査するようになっていて、前者２つを「肯定群」、後

者２つを「否定群」として捉えて分析している。 

３つの施策につき、それぞれ大きく２つ分析をしている。一つは、令和２年度

との比較、もう一つは成果指標の達成校と未達成校の比較という観点で分析をし

ている。χ （カイ２乗）検定という方法を用いて、「肯定群」「否定群」それぞれ

の差に着目しながら分析をかけている。 

令和２年度との比較については、２つ比較を行っており、令和２年度から令和

４年度まで、同じグループ内での変化を追ったものを比較 1 としている。具体的

には、令和２年度の小学校第４学年が令和４年度の小学校第６学年になってどの

ように変化したのか、同じく令和２年度の中学校第１学年が今年度の第３学年に

なってどう変わったか分析している。比較２は、グループ間の同学年での比較に

なっている。比較１については、発達段階の変化も影響を与えている可能性があ

る。比較１、比較２のどちらとも社会情勢の変化も受けている可能性が考えられ

る。その辺も考慮しながら分析している。成果指標の達成校、未達成校について

は、達成した学校群とまだ達成できていない学校群とで差が生じているかどうか

を分析した。 

成果指標に関わる「どんな大人になりたいのかという目標を持っていますか／

将来の夢を持っていますか」「自分にはよいところがあると思いますか」「自分の

よいところを生かしながら活動していますか」というこの３つの質問については、

実は令和２年度の数値の方が高かった。その一方で、キャリア教育の実践を子供

たちがどのように捉えているかについての質問項目は、この３年間で大きく数値

が上がっている。これは小学校、中学校一貫してのものになるが、キャリア教育

については学校では取り組めることをかなり取り組んでいて、その成果が子供た
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（教育長） 

 

 

 

 

（鈴木校長） 

 

 

 

 

 

 

 

（教育長） 

 

 

（野秋校長） 

ちにも伝わるような形で表れている。ただ、成果指標の達成を見ると、そこまで

至っていない。これは、全国平均と比べるととても高い値であり、成果指標自体

がかなり高い水準で目標が設定されているといったところもあると思うが、残念

ながら経年で見たときにも下がっている。キャリア教育の取組以外の社会変化等

が影響している可能性も考えられる。例えば、「住んでいる地域の行事に参加して

いますか」といった項目などは軒並み大きく低下している。つまり、新型コロナ

ウイルス感染症の影響によって、子供たちが学校の外に出て活動する機会が減っ

てしまっている中で、自分を生かせるような機会も減ってしまっている可能性が

あるのではないかと思う。 

続いて、達成校と未達成校の比較では、例えば、「どんな大人になりたいのかと

いう目標を持っていますか」という成果指標に対して、達成した小学校 44 校と達

成していない小学校 52校を比較した。このような分析の結果、成果指標を達成し

た学校については、他の項目についても多くの点で有意な差が見られる。このこ

とから、キャリア教育に関する施策 1－1の項目を達成した学校の子供たちは、意

欲やめあてを持って学ぶことや取り組むことが他の場面でもできているのではな

いかと考えられる。 

教員については有意な差はあまり見られないが、これは達成校でも未達成校で

も同等の取組を行っているということを示している。ただ、結果として大きく違

いが生じているところに着目すると、達成校では子供たち自身がキャリア教育を

行う意義を捉えているところに特徴があると思う。つまり、学校の先生方は同等

の取組をしているが、子供たちとキャリア教育を行う意義を共有できているかい

ないかで、施策の達成と未達成に分かれているのではないかと考えられる。 

 

村井先生から分析結果を説明していただいた。社会情勢の影響がある中でも、

本市のキャリア教育の取組は前進していることがうかがえた。また、児童生徒が

キャリア教育の意義を実感できるようにするための手立ての重要性について話が

あったと思う。調査結果や分析について、学校から意見を伺いたい。 

 

学校でもキャリア教育による変化を感じている。６年生の卒業文集に書かれて

いる内容も、私たちの頃とは変わってきている。教室に入れないで校内適応指導

教室に通っている子は、なぜ教室に行けなくなったのかを振り返って書いていた。

また、修学旅行に行くことに葛藤はあったが、校内適応指導教室にいる子たちと

一緒に修学旅行に行けたことがよかったと振り返りを書いていた。キャリア教育

が進んでいく中で、自分の立ち位置や将来の夢を語り、自分の足りないところを

振り返るようになったことが大きな変化であると感じる。 

 

振り返りながら、自分の将来を見通せる力がついてきていることを感じたとい

うお話をいただいた。中学校はいかがか。 

 

本校はグループ１に該当している。本校と本市の数値を比較したところ、「キャ
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（教育長） 

 

 

 

 

（黒栁委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リア教育で育てたい力を知っていますか」という質問への生徒の肯定的回答割合

は、市の平均が 55％に対して本校は 79％で、本校の数値は非常に高いと思った。

だからと言って、成果指標にある「将来の夢」「自分のよいところ」に関する数値

が高いわけではなく、ほぼ市と同じぐらいであった。キャリア教育で育てたい力

を知らせるようにしてきたことで、言葉としては生徒に浸透していると思う。ま

た、本校では、特別活動を要としたキャリア教育を推進し、活動の実施前の意識

付けと実施後の振り返りを行う際に、必ず４つの力の言葉を入れながら子供たち

に考えさせた。教師の意識も働いており、かなり高い数値が出たと思う。では、

なぜ成果指標につながっていないかと言うと、先ほど村井先生からも話があった

ように、今年の３年生は入学当初からの休校に始まり、非常に抑制的な学校生活

を強いられていたのではないかと思う。子供自身はあまり意識していなかったと

思うが、教師は今までやっていたことを少し変えて、安全にいこうとするところ

がどうしても働いたと思う。そうした中で、本当に満足いくものができたのかと

言うと、できることは精一杯やったが、本当は子供たちがやりたいことをやらせ

てあげられればもっとできたし、伸びる力があったのではないかと非常に強く思

う。 

それから、地域に出ていけなかったというのは本当に大きいと思う。中学生に

なると、身近にいる親や先生が励ましたり褒めたりしてくれることはもちろん嬉

しいことであるが、自分を知らない大人が自分の行動に対して客観的に評価をし

てくれることにすごく意味がある。そういう場面が少なかったことは、この成果

指標につながらなかったという点では大きかったと思う。また、本校の課題とし

ては、キャリア・パスポートをうまく活用しきれなかったことがある。子供たち

は使っていたが、保護者もそれを知っていたかというと疑問が残る。面談でキャ

リア・パスポートを使おうと話していたが、時間が取れなくて実施できなかった。 

 

社会情勢の影響を受け、数字には顕著に表れなかったが、子供たちや教員には

着実にキャリア教育が染み込んでいるのではないか。また、キャリア・パスポー

トは今後力を入れていかなければいけないと思う。 

教育委員会や学校の取組に対して、教育委員から御意見をいただきたい。 

 

私自身、キャリア教育とは何かが腑に落ちてこなかった。保護者の認知度が低

いというのは、もう少し噛み砕いた形でキャリア教育はどういうものなのかを理

解させる必要性があると思う。この前、「教育長と語り合う会」で教育長からキャ

リア教育について説明をしていただいたときに、保護者の方たちから、「自分たち

が思っていたキャリア教育と捉え方が違う」という声が聞かれた。キャリア教育

の課題の中にも示されている「わかりやすい言葉に置き換える」ということが大

事だと感じた。 

子供が小学校のときはキャリア・パスポートを持って帰ってきたが、中学校に

なると活用が難しくなってくると思う。PTA に関わっていると保護者からキャリ

ア・パスポートについて聞かれることが多々ある。学校ではキャリア・パスポー
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トに取り組んでいることを知っているが、保護者にはそこまで浸透していないと

思う。これまで子供は将来の夢について語らなかったが、自分の夢に向かってこ

れをやってみたいという思いが少しずつ出てきているので、本当に先生方のおか

げだと感じている。そういったところが保護者にも伝わったらよいと思う。この

３年間、地域防災訓練も含めて地域の行事が全くなくなり、子供たちが地域と関

わることがなかった。今後はそういった場に出るように、いろいろなところで保

護者の皆さんに周知して見守っていきたいと思う。 

 

中学生への質問「将来の夢を持っていますか」について、村井先生から社会的

な背景の影響などの指摘があった。例えば、将来の夢を中学生に聞くと、具体的

な職業を答えると私は思っている。先日中学生の立志式に伺った際、以前はほと

んどの子が、自分はこういう職業に就きたいということを発表していたが、今回

は具体的な職業を言わない子が多かった。社会背景とかよりも、この雰囲気は何

だろうと疑問を抱いた。だから、この項目を子供の評価の数値として評価するの

であれば、先生方には、将来の夢などを伝えることが恥ずかしくないような雰囲

気づくりが大切であると思う。 

 

キャリア教育という言葉を、保護者や子供たちにどのように意識させるのか、

それを重点的にやっていくことが最終的に成果として結びついていくのか、ある

いはそれは別問題になるのかを教えていただきたい。まず言葉を知らなければ仕

方がないと思うがどうだろうか。 

調査対象が、校長・教頭・主幹教諭・通常学級において授業を担当する教諭に

なっているが、発達支援学級の先生は入っていないのか。学校によっては発達支

援学級が３分の１以上を占める学校もあり、そこが評価・検証されないのはどう

かと思う。それに関連して、教員への調査の中で、「発達支援学級や複式学級、学

年(団)の教員と協働して、キャリア教育年間指導計画を作成(見直し)しています

か」という質問があったが、通常学級の先生に、「発達支援学級の先生と協働した

か」と聞いた数値と、発達支援学級の先生に、「通常学級の先生に協働したか、あ

るいは協働してやるように働きかけがあったか」という質問をしたときでは、数

値がすごく差が出るのではないかと思った。「保護者や子供に働きかけをしたか」

という数値と、「働きかけがあったか」といった数値も乖離しているような気がす

る。そこを是正していく必要があるのではないかと感じた。キャリア教育は、発

達支援学級の子供たちにも非常に重要な内容だと思う。私自身も今までそこにあ

まり目がいっていなかった。 

 

前回の調査でも、学校でやっていることと保護者に伝えることに差があるとい

う話があり、学校としてどのように伝えていくかということを思案している。こ

の前、保護者との面談で、「子供が修学旅行に向けてのグループ編制などでいろい

ろ学んだ」という話が出た。まさに「人とつながる力」のキャリア教育であり、

非認知能力の部分である。そのことが嬉しくて、その話を学校便りに載せた。保
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（事務局） 

護者がキャリア教育とはこういう学びだということがわかるように学校も伝えて

いかないといけないと感じているが、うまく伝えられていないのかもしれないと

思う。 

 

安田委員からの質問１点目についてであるが、「言葉だけを伝えていこうとする

となかなか普及しないところがある」というのが事務局側の捉えである。「教育の

体系的なことを理解していただき、そこに言葉を落としていく」というやり方を

していかないと理解されないのではないかと感じている。子供たちの人生そのも

のがキャリアだということを理解していただきながら、それを学校の教育の中で

どんなことを学ぶことが子供のキャリア形成につながっていくのかということ

を、体系的にわかってもらえるものが必要だと感じている。根本的には、教育基

本法第５条２項に書かれていることがキャリア教育なのではないかと感じてい

る。「法的な体系でこういうことを言っています。学校ではこういうことを学んで

いきます。こういうことがキャリア教育です。」ということがわかりやすく表せる

とよいと思う。 

２点目の件については、事務局で検討し、有識者の先生方とも今後どう活かし

てアンケート調査をしていったらよいかということを相談させていただきたいと

思う。 

 

もう一つ補足をさせていただきたい。保護者を対象に、「学校では、キャリア教

育で子供にどのような力を育てようとしているか知っていますか」と、「キャリ

ア・パスポートを通して、お子さんが何をがんばったか、またはがんばりたいと

思っているか知っていますか」を調査している。達成校と未達成校の比較だが、

中学校で見た場合は、達成校は保護者もその辺をしっかりと共有しているという

結果が出ている。ただ、小学校の場合はなぜか逆転をしていて、未達成校ほど、

保護者の方がよく認識をしていたという結果が出ている。つまり、保護者向けの

PR だけに終わってしまうようなキャリア教育だと問題があるのではないか、そう

ではなく、子供自身がしっかりとキャリア教育の意義を実感できるように行うこ

との方がより重要なのではないかということが表れていたのかもしれない。 

 

本市のキャリア教育は全国的に見ると進んでいるが、キャリア・パスポートや

保護者への周知・理解などの課題について、今後もさらに実践を積み重ねるとと

もに、キャリア教育の充実を図っていきたいと思う。 

 

 

 

「教育の情報化の推進」について協議を行いたい。事務局から調査結果につい

て説明願う。 

 

施策名は「情報社会を生きる能力の育成」である。成果指標は２つあり、「自分

（２）教育の情報化の推進 
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の考えや思いを、パソコンを使った資料や新聞などにまとめ発表することができ

る子供の割合」は、本年度初めて成果指標を達成した。関係課の取組内容は、７

項目全て A 評価であった。学校の取組は、「（５）情報社会を生きる能力を育成す

るための取り組み」について、３つの項目全てで値が上昇している。特に、情報

モラル教育の実施については、小中とも 95％を超え、全体で 33Pt 上昇している。 

実態把握調査における教員の調査結果は、質問が７問あり、肯定的回答割合が

８割を超えているものが５問ある。質問 18と 22については小中で約 19Pt の差が

あった。 

児童生徒への調査結果については、質問が４問ある。グループ１の経年変化、

グループ１とグループ２の同一学年との比較で多くの質問で値が上昇、もしくは

高い値を維持している。質問 17「自分の考えや思いをパソコンを使った資料や新

聞などにまとめ発表することができますか」については、３年間で 12Pt 上昇した。

一方で質問 16「タブレット型端末を使う授業はわかりやすいと思いますか」につ

いては、中学校において経年変化で６Pt、同一学年の比較で８Pt低下している。 

保護者への調査結果の質問は２問あり、質問７「家庭内のルール」、質問８「情

報モラル」ともに８割が肯定的回答をしている。 

成果として、情報モラル教育と児童生徒の ICT 活用能力の向上、課題として、

タブレット型端末を活用したわかりやすい授業の実施と ICT 支援員の活用を挙げ

た。 

 

事務局から説明があったが、全ての小中学校において ICT の活用が積極的に進

み始めている状況である。それでは、村井先生から調査結果の分析について説明

をお願いしたい。 

 

令和２年度との比較になるが、成果指標に関する項目「自分の考えや思いを、

パソコンを使った資料や新聞などにまとめ発表することができますか」について

は、大きく向上している。同じく「インターネットやゲームをするときのルール

やマナーを守ることができますか／情報をやり取りするときのルールやマナーを

守ることができますか」についても向上していることがわかる。しかしながら、「タ

ブレット型端末を使う授業はわかりやすいと思いますか」については、中学校で

は数値が下がっている状況が見られる。つまり、この３年間で ICT が学校にかな

り浸透し、子供たちがうまく使えるような力が伸びていったことがわかる。その

反面、ICTの活用がどんどん高度化し、授業のわかりやすさには必ずしもつながっ

ていない可能性も出ているのではないか。特に、中学校段階では、そのような場

面が生じているという可能性があると思う。 

教員の実態把握調査については、「情報モラルについて、子供にわかりやすく指

導している」という点が令和２年度より上がっているが、その一方で「調べたこ

とをまとめるときは、収集した情報の中から目的に合ったものを選んで使うよう

子供に指導している」というところが令和２年度よりは下がっている。成果指標

の達成校、未達成校の比較を見ると、先ほどの、「自分の考えや思いを、パソコン
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を使った資料や新聞などにまとめ発表することができますか」という成果指標の

達成校の子供たちは、「情報を活用した場面を振り返り、次にやってみたいことを

考えることができる／情報を活用した場面を振り返り、よりよい活用方法を考え

ることができる」といった点でも、未達成校よりも顕著に優れた結果が表れてい

る。同じく「授業では、課題の解決に向けてねばり強く取り組んだり、振り返っ

たことを次に生かしたりしていますか」というような項目についても優れた結果

が見られている。同じように、「インターネットやゲームをするときのルールやマ

ナーを守ることができますか／情報をやり取りするときのルールやマナーを守る

ことができますか」という成果指標の達成校の子供たちは「自分で決めた時間に

勉強していますか／自分で計画を立てて勉強していますか」という学力に関する

成果指標にもよい表れが出てきている。つまり、ICT との付き合い方を自分で制御

できることが自分自身の学習を自分で調整することができるという学習の自己調

整につながっている可能性が見られる。 

教員については、特に小学校の質問 17 の成果指標（「自分の考えや思いを、パ

ソコンを使った資料や新聞などにまとめ発表することができますか」）の達成校に

ついては、「浜松市情報活用能力育成目標」に基づいて子供への指導を行ったり、

タブレット型端末を活用する授業を実施したりしているところに大きな特徴が見

られる。また、小学校では、ICT 支援員を活用しているところが成果指標の達成校

には見られる特徴として表れていた。 

保護者については、小学校の達成校はキャリア教育の項目で高い値が出ている。

これも先ほどの議論につながる点があるかもしれないが、ICT の活用が何かしらの

形で保護者にキャリア教育の成果や内容が伝わっていくことにもつながっている

可能性があると考えられる。 

 

村井先生の分析によると、全般的に数値が上昇しており、特に学習場面に応じ

た効果的な活用がなされているということであった。それを受けて、学校の意見

を伺いたい。 

 

先ほどの話の中で、まとめる力や表現する力が上がっているという話があった。

先週本校で参観会と学校運営協議会を合わせて開催した。プレゼンを自分で作っ

てやっていた２年生を見た学校運営協議会委員が非常にびっくりしていたが、子

供たちはいろんなものを使えるようになってきていると思う。昨年度タブレット

型端末が導入され、使っていく中で見えてくるのは、例えば「オクリンク」とい

うソフトを使ってグループで提示するような授業もあったが、これはパソコンを

使うよりホワイトボードを使った方がよいのではないかという話になった。話し

ながら作業をした方がよりよく目的が達成されることがあり、活用場面を選ぶよ

うになってきている。また、不登校傾向にあり、保健室からオンラインで授業に

参加している子が、オンラインはわかりにくいということで教室の廊下から授業

を受けるようになっている。「わかりやすいか」という質問に対してこういう調査

結果になったのは、子供たちはそう感じているというのが実際のところなのでは
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ないか。 

 

中学校も同じような状況だと思う。教員の調査で、「教科指導において、単元の

中で計画的に子供がタブレット型端末を活用する授業を実施している」が小学校

に比べると低いが、教科の特性も非常に大きいということと、使えばよいという

ものではないといった、去年は聞かれなかった言葉が聞かれるようになってきた

というのは感じる。 

子供においても、特にグループ 1 は中３なので、使うことは意欲にはつながる

が、学力の定着につながっているという実感にまでは至っていないというところ

が大きいと思う。まずは意欲を喚起する場面で使い、実際にはきちんと定着させ

る場面ではどんなやり方がよいのか、それがタブレット型端末を使うことでより

効果的になるのであれば当然使うし、そうでなければ違うやり方もあると考える

ようになったと思う。 

ルールやマナーに関する調査は非常に高い数値が出ているが、子供たちの実態

との乖離があると強く思う。情報モラルという言葉は知っているし、守ろうとは

しているけれども、実態はそうではないということが学校としては大きな課題だ

と思っている。 

課題として ICT 支援員の活用が挙げられている。ICT 導入のときに、支援員配置

は３年計画と聞いた覚えがあるが、そうなると来年度までという話になる。本校

の教員の様子を見ていると、３種類に分かれていると思う。今も使っているし、

さらに使いたい、もっと効果的にやるために ICT 支援員を必要としている教員、

もう既に必要ではなくて自分でやれる教員、そもそも ICT の活用に積極的になれ

ない教員がいる。ICT 支援員がいることで使い方を工夫することにつながってい

て、学校にとっては非常にありがたい存在なので、ICT 支援員が３年計画で終わら

ないように継続してほしいと思う。 

 

学校からの声を踏まえて、教育委員から御意見を伺いたい。 

 

鈴木校長から先ほどタブレット型端末をいろいろと使ってみたという話があっ

たが、子供たちもすごく興味を持ってオンラインで授業をやったり、いろいろな

プレゼンをしてみたりして、導入した頃は子供たちがすごく興味を持って取り組

んでいたと思う。今の子供たちは何でも取り入れるので、いろいろなプレゼンが

作成できて、びっくりしている。しかし、それに対して、授業でやることが追い

ついていない、逆に言うとそれに飽きているといったことを感じることはないの

かお伺いしたい。 

 

そこについては、はっきりと自信を持って言えるかというと、教員が追いつい

ていない部分もあるかもしれない。現状の様子で言うと、場面によって使ってい

るところだが、教員のレベルがもっと上がっていったときには、もっと効果的な

場面で活用するというのは出てくるのかもしれない。 
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先生方が取り組んでいただいていることはすごく感じているが、ICT教育でも子

供たちにどんどん新しいものを提供していかないと、多分子供たちの興味という

のがどんどん薄れてきてしまう。同じことを繰り返しているから、授業中でもそ

の間は YouTube を見てもよいのではないかという子供も出てくるのではないかと

いうことは参観会などに行ったときにも感じている。 

  

中学校からの意見はどうか。 

 

中学生だと余計にその分野に関して詳しい子たちがたくさんいる。授業の中で

もっとこう使った方がよいとむしろ中学生の方が言ってくれるプラスの場面もあ

ると思う。教員がそこまでやるのは難しい状況であることは事実である。 

 

コロナウイルス感染症が収束して、先生方は、今度は Face to Face の対面にも

力を入れないといけないし、ICT もやらないといけない。とても大変なのではない

かというのは保護者ながら感じている。そこは教育委員会としてもぜひ目を向け

ていただきたいと思っている。 

 

今年度校長先生方の集まりや研修等の挨拶の中でよく言っているのが、１人１

台タブレット型端末が配付されたことに価値があって、先生方が教具の扱いで使

うメリットを最大限に生かすことが大切である。それにあたって、与えられたか

ら使わざるを得ないというスタンスから、これは本当に価値のあるものだという

ことを先生方が実感することが重要である。今回は明らかに子供のためでもある

かもしれないが、教員の働き方改革にも直結する。タブレット型端末が 1 人 1 台

だから直結するということを先生方が実感しなければいけないのではないか。授

業の中で活用したことによって、さらに子供たちにこういうアプリ、ツールがあ

るともっと深化するという形で進むのがよいと思う。まだ今は、先生が使い慣れ

ていないし、使うには非常に労力がかかる。だから、食わず嫌いの状況の中での

取り組みではないかと思う。ここ何年か後には、先生もタブレット型端末がなけ

れば授業ができないぐらいの感覚になることを期待していきたい。 

 

自分自身もタブレット型端末を使って何かをやろうとするときに、試行錯誤し

ながらやると、２、３時間あっという間に過ぎてしまい、時間をかけた割にでき

たことはものすごく少ない。授業でタブレット型端末をどんどん活用していくと

きに、先生方一人一人が試行錯誤しながらやっていたら、ものすごい時間がかか

ってしまい、成果は本当に小さいもので、先生たちの多忙感に拍車をかける感じ

になるのではないかと思う。移動教育委員会でも、こういうものは先生たちの方

が遅れているし、勉強すべきだという厳しい声もあったが、だからと言って先生

方がもっと頑張りなさいと言うのは本当に切ない。そう言って頑張る先生もいる

だろうが、そう言われたことによって潰れる先生もいると思うし、ICT を活用した

教育がこのように進むとは思っていないときに教員になった人が大多数である。
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これは後から入ってきたことで、それを先生だから頑張ってやりなさいと言うの

も酷だなと思う。 

ICT 支援員の話が先ほどあったが、浜松市で ICT教育をもっと本当に保護者や子

供たちの要望に応えてやっていくためには、先生たちにきちんと具体的に教えて

あげる必要があると思う。例えば、今の ICT 支援員が能力的に高いものがあるの

か存じていないが、ある ICT 支援員が中学 1 年生のこの教材ではこういう使い方

ができるということを、中 1 の担当教員たちを３日ぐらい集めて、そこで徹底的

に教える。そうすればかなりのものが身に付く。そこで実際に身に付いたものを

学校へ持っていってやってみるというぐらいのことをしてあげないと、やりなさ

いと言って、後は自分で勉強しなさいということは、時間があまりにも足りない

のではないか。ぜひ教育委員会として具体的な教材を使ったり、ここでこう使え

るというのを見せてあげたり、そのまま先生が持ち帰って子供たちにやってあげ

て、子供たちがこんなふうにできるんだ、先生すごいと思ってもらえるようなこ

とができたらよいと思う。 

 

会社でも自分でWordや Excelで何か表を作って分析する人は本当にごくわずか

で、会社から与えられたものとかを見て判断するという形なので、先ほど安田委

員が言われたように、これがいいからこんなの作ってというのをやれる人という

のは本当にごく一部の人だけではないか。ICT 教育の何がよいかというのは、みん

なが同じ教材を使って誰でも同じ授業ができるので、若い先生でも、ベテランの

先生と同じような授業ができるというのがメリットだと思う。自分で教材を作れ

る先生はいいが、それを苦手な先生まで作るようになったら大変なことになる。

先生の個性はあまり関係なく、誰でもある程度理解度のある授業ができる。特に

小学校だったら先生が苦手な科目でもできるというように、小学校２年生のこの

授業はこのアプリでやるとよいとなると、先生方にとってよいのではないかと思

う。 

ICT 教育にプログラミングやデータ分析というのはいいにしても、学力アップと

理解度アップを求めるというのはすごく難しいと思っている。例えば、体育でよ

くある事例でバク転などの動画を撮って、自分でやれるようになるということは

よいと思う。理科や社会で学力や理解度が上がると言われれば、それによって興

味を持つ子が生まれるのはすごく大事だと思うが、ただ単にやっただけだと、指

標にも含まれていない学力や理解度が上がるかは問うところではないかと思う。

問題解決能力やコミュニケーション能力が上がるという、一般的なキャリアに近

いようなところはよいと思うが、勉強ができるようになるとか点数が上がるとい

うのとはまた少し違う問題ではないかと思う。その辺は現場では何か意識してや

っているものか。 

 

その通りで、生徒への質問で「タブレット型端末を使う授業はわかりやすいと

思いますか」と聞いている「わかりやすい」とは何かというと、中学生は点数が

取れるようになったということと「わかった」ということを直結させて考える傾
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向があると思う。タブレット型端末を使ったからわかりやすくなったのかと問わ

れると、そういうわけではないというところにつながると思う。教員も、何のた

めに使うのかというところをもう一度整理しなければいけない。まず使うという

時期からそういう時期になっているのかもしれない。 

 

昨年度から導入されたばかりなので、温かい目で見ていくしかない。 

 

学力との相関については、今年度の全国学力・学習状況調査結果と ICT の活用

状況は、まだ相関関係は表れていない。いずれは学力と ICT の活用は相関関係が

見られるようになると考えている。ICT 活用の特性は主に３つある。多様で大量な

情報を蓄積したり整理したり分析したりすること。時間や空間を問わずデータの

蓄積や送受信ができること。距離に関係なく、相互の情報の送受信ができること。

これらの特性については、今後子供たちが社会で生きていく上では必要な資質能

力に入ってくる。今後は多くの情報の中から必要な情報を得るというのは社会科

でも理科でも必要になってくると思われる。この子たちが大人になったときは、

諸外国の方々ともコミュニケーションを取っていかなければいけないということ

を考えると必要だと思う。ただ、数値が低いところは、今の中学生との実態のず

れはあると感じていて、学習の自己調整という面ではまだマッチしてないという

課題はあると捉えている。指導課としては、来年度の研究を進めていくにあたっ

て、小学校、中学校で１校ずつ ICT を使った授業改善を研究の内容にしていくこ

とで、広く全校に実践を広げていく予定である。 

 

ICT 活用の学校間あるいは教師間格差が大きいことについて、それらを埋めるた

めに、先進的な事例、実践事例等をタブレット型端末のポータルサイトで紹介し

ている。それらを先生方が見て模倣してもらえたらよいと思う。学年別などのい

ろんなジャンルがあり、現在 238 事例入っている。今後もっと増えていくのでは

ないかと思うので、見守っていきたい。 

ただ、デジタルの活用と対面の活用のベストミックスの方法を、これから模索

していかなければいけないのではないかと思う。 

 

 

 

コミュニティ・スクールの推進について協議を行う。事務局から説明願う。 

 

施策名は「地域との連携・協働の推進」である。「ボランティアで学校を支援す

るなど、地域の子供の教育に関わる人が多い」と思う人の割合については、成果

指標を達成している。関係課の取組内容は 12 項目、そのうちＳ評価が１項目、A

評価が８項目、B評価が３項目という結果であった。学校の取組は、(16)「学校評

価をもとにした、学校運営の改善」については全体で 10.4Pt 上昇している。 

教員への調査結果について、質問は４問あり、３つの質問で全体の肯定的回答

（３）コミュニティ・スクールの推進 
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割合が約８割を超えている。 

児童生徒への調査結果の質問は２問あり、肯定的回答はいずれも８割から９割

となっている。 

保護者への調査結果について、質問は４問あり、グループ１の小学校において、

質問 25、26 は令和３年度の数値と変化はない。中学校では質問 26 において約４

Pt 上昇した。グループ１とグループ２の同一学年比較においては、全体で約９Pt

低下している。質問 27については肯定的回答割合が４割であるが、令和３年度と

比較して、約 10Pt 上昇している。 

地域住民への調査結果では、調査対象は、学校評議員、学校運営協議会委員と

いうこともあり、質問４問のいずれも肯定的回答は約８割以上となっている。コ

ミュニティ・スクール導入による効果についても記載してあるが、課題としては、

「保護者へのコミュニティ・スクールの周知」、「地域と子供の関わり」の２つを

挙げている。 

 

地域との連携・協働に関する項目が前年度同様あるいは少し高い数値を示して

いるという結果を報告した。村井先生から調査結果の分析について説明いただき

たい。 

 

令和２年度との比較になるが、同じグループ間での比較、経年での４年生から

６年生まで、中学１年生から３年生までの変化を見たときに、下がってしまって

いるところもある。同じ学年同士で比較した場合には、高まっているような状況

が見られる。教員の働きかけについては、「子供が地域の魅力を発見する、または、

地域の将来を考える機会を設けている」といったところは高まっているところが

見られる。 

成果指標の達成校と未達成校での比較を見ると、まずは子供の実態把握調査の

結果であるが、達成校の場合は子供たち自身が学習ボランティアなど地域の方が

学習に関わってくれている実感を持てている。特に中学校の場合は「住んでいる

地域の行事に参加していますか」という項目も未達成校よりも高い結果が表れて

いる。 

教員については、達成校の教員は、未達成校の教員よりも「地域の人材や素材

の活用により、教育活動が充実している」と実感している結果が見られる。小学

校の達成校の先生方は、「学習のねらいに基づいた、保護者や地域の人材を活用す

る授業を実施している、または予定している」といったところが、未達成校より

もかなり顕著に高い値を示している。中学校の場合だと、「子供が地域の魅力を発

見する、または、地域の将来を考える機会を設けている」が、未達成校よりも達

成校の方が顕著に高い数値を示している。 

保護者についても、地域の中で子供たちが育てられているという実感を、達成

校の保護者の方が、未達成校の保護者の方よりも持てている。コミュニティ・ス

クールの認識についても、達成校の方が未達成校の保護者よりも持てている。保

護者自身の働きかけについても、達成校の保護者については「体験活動や地域の
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ボランティア活動などへの参加をお子さんに促していますか」という項目が未達

成校よりも高くなっていて、「住んでいる地域の行事に参加するよう、お子さんを

促していますか」といったところでも高くなっているので、保護者の声掛けなど

も重要なのではないかと考えられる。 

地域についても達成校の地域の方は「子供たちは、地域の行事やボランティア

活動に積極的に参加していると思いますか」という項目が未達成校よりも高くな

っている。 

以上のように、達成校と未達成校を比較した場合、子供自身も教員も保護者も

地域の方も達成校の方が地域との連携・協働が進んでいるという実感を持ててい

るという結果になっている。逆に言うと、未達成校と達成校で差ができてしまい

つつあるのではないかということが課題の一つにもなっているのではないかと思

う。 

今回それぞれの施策ごとでの説明になっているが、施策間がどう関連していく

のかを今後検討していくことが重要なのではないかと思う。キャリア教育が一つ

要になっていて、他の項目についてもこの施策 1－1「自分らしい生き方の実現の

ための教育」の達成校の子供たちはよい表れが出てきていたと思う。こういった

表れを実現していく上で、施策 3-3「情報社会を生きる能力の育成」について、情

報の共有のあり方、特にキャリア教育の成果及び意義が、子供自身さらには保護

者、地域の方にも伝わっていくようなあり方が重要になると思う。施策 7-2 の「地

域との連携・協働の推進」との関連についても、「社会に開かれた教育課程」が重

要になっている。今回も社会情勢が変化する中で、地域で学ぶ機会が減っている

のではないかという話もあったが、地域と関わっていく中で、子供自身がキャリ

ア教育の意義をより実感できる、あるいは自分らしい生き方の実現につながって

いく場面もあるのではないかと思う。施策 3-3「情報社会を生きる能力の育成」と

施策 7-2「地域との連携・協働の推進」についても、学校の情報を地域内だけでな

く、学校間で共有を図っていくこともとても大事な取組になってくるのではない

かと思う。 

 

達成校と未達成校ではかなり差が出ている。全てに通じるが、学校間格差が今

後大きな課題だという意見であったが、学校の意見を伺いたい。 

 

学校間格差が大きいという話があったが、まさにその通りだと思う。先進的な

導入校と昨年度 50 校新しく入ったということで、本校も今年度からスタートして

いる。いろんな学校の実践を聞く中で、先進的に進めているところについてはい

ろんな実践が広がっているという話を聞くので、差はあるとは思うが、今年度か

らスタートした本校の様子からすると、まずはそれぞれ学校の実態で地域の関係

も生かしながら進めているところがあるので、現段階では仕方がないと思ってい

る。ただ、今年度導入した本校の感想だが、学校運営協議会委員が主体者になっ

てくれているという変化は感じている。それを地域に広げていき、子供の育ちを

共有していくことが大事であると感じている。 
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本校も今年度からなのでゆっくり進めている。４月当初の学校運営協議会で学

校の経営方針を話す中で、この学校運営協議会と学校でどのように連携していき

たいかという話をした際、今後の目標として、中学生なので地域に助けてもらい

たいが、いずれは地域を助けることができる中学生、地域にとって必要とされる

大人になってほしいという願いを伝えた。その結果、双方向の活動を企画するこ

とができたことは大変有意義であったと思っている。 

モデル校から始まって６年間やっている中学校では、学校が発信しなくても地

域からいろいろな面で発信し、委員も変わっていく中で後継ぎができて、地域の

地盤ができているという話も聞くので、やっていく中で育てていくものだと思う。 

 

教育委員から御意見や感想を伺いたい。 

 

学校間格差という言葉が出たが、既に学校間格差ができているのかもしれない

し、今後学校間格差が出てくるのかもわからない。しかし、先生の負担が増えな

い形で格差を生じさせないとか、格差を埋めるために、何が鍵になるのか。 

 

おそらく導入が試行錯誤のところがあると思う。学校現場にとっては、新しい

ことを始めることでの考え方、校長や先生方の考え方によって、そのやり方など

がいろいろ学校独自にされがちなところがある。そこは教育委員会で関わらせて

いただきながら、学校運営協議会というのはこういうものだからこういうことを

協議する場で、効果としてこういうことがあるということを現場の皆さんと共通

理念を持って、しっかりとした目的に沿った形で運用していくということがまず

一つあると思う。そういった支援は、今後も継続してやっていく必要がある。学

校にとって都合がいいことばかりではないという現実もあって、その緊張感をう

まく学校運営に生かしていけるとよりよくなっていくと思う。全体で同じ理念を

持っていけるような働きかけをしていく必要がある。 

 

今、教育委員会との関わりの話があったが、先生方はまだまだ関わり方が少な

いといった感覚はあるのか。 

 

本校は導入校だったので、毎回指導主事による事前調整が行われ、無理にでは

なく、進め方をアドバイスいただいたため、ありがたかった。学校の実態に応じ

て、まずは少しずつやっていくというところでスタートしてくれている。学校間

格差については、一つはスタートしていくことで埋まり、その年次の積み上げと

いうところでも埋まっていくと思う。 

 

コミュニティ・スクールができた背景には、教員は変わっていくが、地域は変

わらないという中で、学校支援コーディネーターの役割というのがすごく大事だ

というところがある。学校支援コーディネーターが年次を経る中でやり方やいろ

いろなものが身に付いていき、より一層活動が活発になっていくと思う。学校と
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ともに、そこに教育委員会の支援もいただきながら進めているところである。 

 

教育委員会の支援だが、学校運営協議会委員への研修やコーディネーターの育

成が中心になってくると思う。これが始まった５、６年前に県外のコーディネー

ターをやっている方を招いて研修会をやったときがあったが、コーディネーター

という立場でこんなことをやる人がいると本当に驚いた記憶がある。その方は、

とにかく学校の子供たちのためにこういうことをしたらどうかと提案し、それに

ついて学校側が受け入れ、あるいはそれは無理だと学校側が判断をすると、コー

ディネーターが地域人材を探してくれる。コーディネーターの負担が大きいと言

えば確かに大きいが、その方はすごく生きがいに感じてやってくれていた。その

後、浜松でも試行が始まったときに私が見に行った中学校ではその方に似たコー

ディネーターがいて、子供たちにとって今こういうことをやったらどうかと提案

し、地域人材を探してやってくれる。うまく「子供のために」ということを合言

葉にお互いにやってくれるとよいと思うし、そういう支援がこれからも続いてい

くとよいと思う。 

 

導入の時期の差もあるが、みんな同じ形になればよいということではなく、そ

の学校で地域に合った形で築かれていくとよいと思う。他に御意見あるか。 

 

 村井先生の分析の中で、キャリア教育以外の取組も重要なのではないかという

ことが書かれている。キャリア教育につながり得るところは多くあるが、何が有

用か、アイデアがあれば教えていただきたい。 

 

何でもキャリア教育につながり得るところがあるが、地域との関わりに関する

ことで、地域で子供たちが活動する機会が減っているという課題があった。そう

いった機会は、子供自身が将来のことを考えたり、自分のよさを生かせる場を見

つけていったりすることにつながっていたのではないかと考えると、学校内での

教育も大事だし、地域での活動や教育機会等もきっと大きな意味を持っていたの

ではないかと思う。 

 

調査結果で数字的によい結果が多いが、情報モラルの質問「インターネットや

ゲームをするときのルールやマナーについて日常的に子供に指導している」「情報

モラルについて、子供にわかりやすく指導している」を見ると、否定的回答割合

が約 10％あるという見方もできるとすれば、２、３年経ってまだ 1 割以上の先生

方が情報モラルを指導していないと思っているのかと少し気になる。この項目な

ら自分なりに一生懸命やっているから指導していると回答すれば、100 に近い肯定

的回答割合が出るはずだがなぜ出ないのかと思う。もし、指導していると思って

いないなら、ずっと同じ先生が指導していないのか気になっている。 

 

聞き方の問題が少しあるのかもしれないが、実際に指導はしているが、浸透し
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ているというところまで先生が感じないとなると、こういう結果に結びつくこと

がある。そこを、この数字をもって、どう教えたらわかりやすいのかということ

を先生方が試行錯誤していただくことになるかと思う。 

 

「SNS ノートはままつ」を作ってくださり、今年度校長たちも研修をして、それ

を学校にも伝えているはずである。だから、やっていない人がいるという感覚は

ない。ただ、否定的な回答の人は、やったことが身に付いているかというところ

まで考えて答えているのは事実だと思う。 

 

やったから多分身に付いているだろうと楽観的に考えている先生が多いという

感じになってしまうのか。 

 

楽観的にというか、そこまで感じ取れる機会がまだないのではないかと思う。 

 

実際はそのことを上回るような問題が起きる。一つの問題が非常に大きくなる。

たった一件であっても、起きる以上はまだ身に付いていないと思うのは我々の危

機管理としては必要な意識だと思う。 

 

学校で、情報モラルの欠如によって生じる問題により、本来の業務に向かえな

い部分も実際にある。指導していない教員はいないと思う。自分の身にも直結す

るので、実際は追いつかないという状況だと思う。 

 

３つの施策について協議を進めていただいた。全般的によい結果になっている

が、これを踏まえながら、今後も改善をしていきたいと思っている。 

 

 

 

 全般を通して、藤原先生から総括をいただきたい。 

 

 皆さんの議論を踏まえながら、浜松市の今後の教育施策を進める上で、ヒント

になるのではないかと思うところを話したい。 

まず、議論の前提として、学校教育は何を目指しているのかという軸は常にぶ

れないということだと思う。学校教育の面というのは教育課程のことである。そ

の教育課程というのは各学校で作り、その基準を定めているのは学習指導要領で

ある。学習指導要領ではどんな資質・能力を子供に身に付けてほしいのかという

と、「豊かな人生と持続可能な社会の創り手」という表現をしている。つまり、自

分の人生と、持続可能な未来の人の幸せ、環境も考えながら社会を創る。これに

は「担い手」ではなく、「創り手」という言葉を使っている。これは、様々な問題

がある中で、「自分の人生と自分も周りの人も幸せになる、未来の人間も幸せにな

る社会というのを創る力というのをつけて、社会に送り出していこう」これが今

４ 有識者 総括 
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目指しているところだという軸がぶれないことが大事だと思う。その上で、この

「はままつ人づくり未来プラン」が掲げている３つの柱というのはものすごく大

事になってくるだろうと思っている。 

一つ目の「キャリア教育」については難しい。御報告いただいた通り、キャリ

ア教育の取組は充実しているが、この調査によると、成果は高いが十分つながっ

ていないという話だったと思う。そこで、一つはキャリア教育の定義というのを

もう一回振り返ることが大事なことだと思う。このキャリア教育というのは、正

直言って文部科学省の定義が長い。専門家同士で議論しても極めて難しい。要旨

で言うと、学校を出た後に、将来自分らしい生き方というものを実現する力のこ

とである。そのためには、「夢」というのがキーワードになるし、「自分らしさ」「自

分の有能さ」というものを自覚しながら、その持ち味を生かして役に立っていく、

そういうことが大事だろうと思う。今日午前中に南陽中学校を訪問した。そこで、

「自分の得意手に帆を張れ」というキャッチコピーがあり、とてもよいと思った。

自分の得意なところに帆を張って頑張っていけと、いい言葉だなと思いながら話

を聞いていた。私は「はままつ人づくり未来プラン」に関わっている期間が長い

ので、一生懸命振り返ってみた。どんなことをイメージしてキャリア教育という

ものを議論してきたのかというと、夢を広げて、「なりたい自分」という輪っかを

作ろうと始まった。自分らしい生き方をする上では、なりたい自分を膨らますこ

とが必要であり、そのためにはいろんな人に会ったり、自分のよさを見つめたり、

なりたい自分を膨らますことが大事である。他方では、なりたい自分があっても、

なれる自分の中にいなければいけない。特に子供の頃の夢というのは変わってい

くものなので、むしろ、なれる自分というものを膨らませておかないと、将来な

りたい自分になれない。そこで、なりたい自分となれる自分の重なる領域を膨ら

ませていこう。これがキャリア教育なのではないかと議論したことを覚えている。

いろんな出会いや学習によってなりたい自分を膨らませる。それだけではなくて、

なれる自分も膨らませていかないといけない。それが重なるところが自己実現で

あるという議論を、東大の市川伸一さんの本を参照しながらした記憶がある。特

に、キャリア教育の定義がものすごく大事だというのと、調査結果が下がってい

るもう一つの理由は、つながりの喪失ということである。つながりという中で自

分らしさを発見するものなので、今コロナ禍でどうしてもつながりというものが

調査結果を下げたという解釈になるのはその通りだと思う。キャリア教育で、わ

かりやすいパンフレットを作るのも大事なのではないかと思いながら聞いてい

た。 

二つ目は「教育の情報化」である。5000 億の国費を投入した一大プロジェクト

でもあり、もうすぐタブレット型端末の更新期が来る。その端末更新期のときは、

多くの人が納得する成果を出せるかという非常に緊張感のある時期である。現在、

全国を見渡すと、ICT 活用の量も質も上げなければいけないという時期に来てい

る。まずは使わなければいけないので、地域間格差が出ていることは国は把握し

ているところである。ICT の何がよいかというと、学習評価、つまり今まで子供の

学習の進度を見取るときに、ノートを１冊ずつ見なければいけなかったが、それ
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が今、授業の振り返りを一挙に Google フォームで集めることができる。実は教育

のポイントというのは学習評価がものすごく大事だが、その学習評価がものすご

く充実したり簡素化できたりする可能性がある。だから、実は忙しくなるかとい

うと、使っている教員ほど教務・事務分野は忙しさが減っているという結果が出

ている。教材配信も、今まで印刷していたものを、一度に配信することが可能に

なっている。実は、ICT を使えば、教務・事務関係だと多忙感が減っていくという

可能性がある。まずは使ってみて ICT の良さを実感しながら、食べず嫌いをなく

していく。その辺りの成果が出やすい教務・事務でまずは使ってみるという感覚

は大事だと思う。 

その上で、今、全国的に見ると、授業のイメージ化をしているが、新しく ICT

を使った授業がどういう授業なのかを、一人一人の教師は無理なので、教育委員

会サイドでステップに分けている。まずはタブレット型端末を使ってみようとい

うステップ 1 から、次に、話し合いの道具にも使えて、友達が何を考えているの

かを見ながら考えることができるステップ２の授業レベルへと向かっていく。先

ほど学力と ICT の関係について話があったが、教室だと手を挙げる自信のない子

も、友達が書いたものを見ながら、自分と同じ意見があることを確認しながら、

もっと書いてみようというような学習が起きている。もう一つ、全国の最先端の

ところもそうだが、目指しているその次のレベル、学び方を子供が選ぶ授業へと

シフトしようとしている。ノートを使おうが、パソコンを使おうが、学びやすい

ように学べばよい。さらに学ぶ内容も教材配信もできるようになっている。つま

り、個別にこの子にはこういう教材、この子にはこういう教材、という個別最適

な学びができるようになっている。そうすると、これまでのみんな同じ内容を同

じような方法で同じことを学ぶという授業がおそらく数年後に終わるようになっ

てきている。現在、全国で言うと、使ってみようというステージは大体でこぼこ

である。次にステージ２のレベル、これまでの授業の中で使ってみる。小学校は

話し合いに使いやすいが、中学校は教科の特性というものもあるので、苦戦して

いる。ただ、今ステージ２に大体多くの教育委員会がきている。その次、今年の

後期ぐらいからステップ３に向かっている。ステップ３の授業像は何かというの

を、みんなもがいているのが今の全国の状態である。だから、まず必要なのはそ

ういう授業イメージである。学校の先生はイメージが湧かないと変わらないので、

おそらく教育委員会や教育センターもやっていると思うが、そのイメージを湧か

す工夫というのが大事になってくる。そのイメージをまずスモールステップで進

めて、だんだんできたら次を目指す。ステップを踏みながら次のステージに行く。

学び方の内容も一人一人が選ぶということは、例えば生徒指導が大変な中学校だ

ったら、結構大変な部分もあるので、そういう課題も議論しながら前に進まなけ

ればいけない。だから、スムーズに進む問題ではない。ただ、大事なことは目指

す授業は何かということをしっかりと共有して、順番に進んでいく中でどうなる

のかというところだと思う。 

進めていく上でどうすればよいのかというと組織体制を組まなければいけな

い。授業改善というのは元々いろんな子供の多様性を大事にした授業をやりたい
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と思っていた先生にとってみたら、一人一台タブレット型端末はものすごいチャ

ンスであり、解放された感がある。今までも一人一人を見取りながら、教材とか

も差異化しながら、話し合いをしながら応援したいと思ってやってきた先生たち

は、ものすごく開放感を持って授業改善を進めている。ICT を使うことが最終ゴー

ルではなくて授業改善の道具であり、よい授業をして子供の創り手としての力を

高めるために必要があれば使えばよい。使う方がその授業観によって、使い方が

違うことが分かってきて、つまりそういういろんな子供の多様性を生かして、子

供を考える授業をやりたいと思っている先生は結構使っている傾向にある。そう

ではない先生というのが変わっていく上では、授業観そのものが変わっていかな

ければ使わない。中学校の場合には、受験等もあるので難しさもある。だからそ

ういう現実可能な授業観も踏まえながら、授業観を今変えていて、全国の教職員

が悶えているという段階である。そういうものをやる際には、孤立していては前

に進まないし、あんまり立派な話を聞いても遠い話に聞こえてしまう。校内で複

数の人がタブレット型端末を使った授業改善チームを作って、一人は情報の得意

な人が担当して、もう一人は授業はうまいが ICT は得意ではない人とでペアを組

むなど、担当を一人にしない複数担当制が結構行われている。その複数担当の人

と教育センターがネットワークを組んで、こんなことをやったら面白かった、こ

んなことをやってみたらどうかと横展開しながら情報共有するようなワールドが

生み出されてきている。これはかつての教育委員会がモデルを示して落とすとい

うモデルではなくて、今いろんな教師がいろんな実践をやって、それと同時に横

展開しながら上に上がっていくというような、新しい研修モードというのが ICT

があるから生みだされている。そんなワールドというのが今各地や他の政令指定

都市でも起きている。浜松もやっているとは思うが、授業観を変えていくという

のはそんなに簡単ではない。みんなで試行錯誤しながら、教育委員会が応援して

いく、こんな仕組みを作っていくと変わっていくと思う。 

最後に、「地域と学校との連携」だが、浜松市の３つの柱は大事なことを打ち抜

いているので、それを真剣に考えるのはものすごく大事なことだと思っている。

地域と学校との連携はものすごく大事なテーマであり、コミュニティ・スクール

は手段であるので、コミュニティ・スクールを導入することがゴールではない。

コミュニティ・スクールを使って達成する目標は二つある。まず一つが教育の質

を上げるということ。もう一つ、浜松の場合これが少し弱いと思うのが、学校と

教師の役割の見直しである。つまり、今後のことを考えると、今現在も民間の採

用は好調なので、教員確保というのが極めて難しい状況にある。だから、今後、

若者が減っていく中で、いかに優秀な人を確保して、働きやすい環境を作るのか

が教育委員会にとって大事な仕事だと思う。そういうことを考えたときに、これ

までのように日本の教員は勤務時間がものすごく長いし、役割もすごく多い。だ

から、これを教員の善意だけで続けていくということは極めて難しい。ただ、も

う一つ難しいのは、日本はもうそれほど予算のない国だという現実もある。予算

があれば教師を増やせばいいが、そこまでの余力は今の日本にはない。そうする

と限られたリソースを活用しながら、大人みんながより関わりながら子供を育て
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（教育長） 

 

る体制を議論し直さなければいけない。今までやってきた行事も本当に必要なの

か、本当に持続可能なのか、さらに言うとこんなに多くの時間を教えないと子供

は伸びないのか。もっと小さく教えて、大きく育てるような教育課程はないのだ

ろうか。こんなことも考えながら、地域の人、保護者にも納得してもらい、一緒

に新しい学校を作っていくための道具というのがコミュニティ・スクールである。

そういうことをみんなで議論をすることによって地域の絆ができて、地域創生に

つながっていくということを予定している。二つ目の観点が表現上弱い感じがす

る。だから、全国の相当数の校長先生方はコミュニティ・スクールについてはま

だ納得していない。さらに言うと、校長先生は、保護者対応にものすごく苦労し

ている。地域とも十分連携しているし、なぜこれ以上やらなければいけないのか

という気持ちを持っている校長先生が、私の感覚だと半分ぐらいいる。コミュニ

ティ・スクールは道具なので、校長先生はどんな教育を今だったらやりたいか、

そのためにこの道具は使えるのかと、このままの教育を続けられるかと、それを

地域の人と考えてみたらどうか。校長一人が答えを持つという時代でもない。地

域にはいろいろな人がいるし、ICT でいろいろな人につながれる時代である。そう

いう知恵をいただきながら、持続可能な学校を作っていくのがコミュニティ・ス

クールだと思う。だから、そこをもう一回腑に落ちるようなプロセスが校長先生

にないといけない。持続可能な学校とはどういうことかを成果指標に入れながら、

みんなが当事者意識を持って子供に関わっていこうということを大事にしてあげ

られるとよいと思う。 

この３つの柱というのはものすごく大事である。自分の人生と他者の幸せを両

立する社会を創る、創り手を作るというゴールを共有しながら、この３つの柱を

大事にしながら、他の政令指定都市の状況も取り入れていただきながら進めてい

ただきたい。それでもそれぞれの自治体によって文化があり、空気が違うので、

同じことはまず無理である。同じことを同じペースで行うことは難しいと思うが、

こういう時代なので、他の政令市とも交流しながら、浜松の子供、市政の発展の

ため、現実可能な形で貢献できればよいのではないかと思っている。 

 

 

 

どの施策においても、子供、先生、保護者、地域、それぞれが必要性というも

のを理解していけば持続可能になるのではないかと思う。与えられたものをやっ

ているうちは、持続可能にはならない。ただ、この３点は、必ず必要性があるも

のだと思うので、ぜひ今後も推進していきたいと思う。 

以上で第２回はままつ人づくり未来プラン推進委員会を閉会する。 

 

５ 閉会 


